
１　総括
(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、H１８年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

　一人当たり

　　 　　　　単純平均したものである。

Ａ　 期末･勤勉手当給　料 一人当たり給与費給与費　Ｂ／Ａ職員手当 　　　計　　Ｂ

別紙３

池田町の給与・定員管理等について

人件費

Ｂ　

区　分 歳出額

Ａ　

住民基本台帳人口 （参考）

区　分

Ｂ／Ａ　

実質収支 人件費率

給　　与　　費

（18年度末） １７年度の人件費率

職員数 （参考）類似団体平均

   （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の

　　　　 　　給与水準を示す指数である。

　　 　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

１８年度 ３，５２０人　 3,350,622千円　 192,721千円　 497,502千円　 14.8% 12.2%

１８年度 ６２人　 215,046千円　 27,152千円　 85,712千円　 327,910千円　 5,289千円　 ５，６３４千円　

(H14) 

89.7 

(H14) 

94.0 

(H14) 

96.0 

(H19) 

85.5 

(H19) 

91.4 

(H19) 

93.9 

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

池田町 類似団体平均 全国町村平均 

（例） 
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（H19年４月１日現在）

　①一般行政職

国

類似団体 ３１９，０３５円　 ３４６，６５５円　

平均年齢 平均給与月額平均給料月額

３８３，５４１円　

３８９，３３８円　

３２３，８３２円　

区　　分

３６８，６５８円　

―

４２５，７６９円　

３６５，609円　

（国ベース）

平均給与月額

３５８．５３１円　

３００，３００円　４２．４歳　

４３．３歳　

福井県

池田町

４０．７歳　

４３．１歳　

３２５，７２４円　
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　②技能労務職

　③教育職

*県とは給料表が異なるため、県平均を削除した

（注）１　「平均給料月額」とは、平成１９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で

 　　　　 ある。                                                                          

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時　　　　　 

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、

特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで

再計算したものである。

２６６，１４７円

区　分

類似団体

平均給与月額

４７．５歳

３７．５歳

3,343,300円

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているもの

　ではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍にしたものに、公務員

―

３１５，５０１円池田町（幼稚園）

―

平均給料月額

284,805円

211,467円

1.05

282,655円

― 320,514円

1.34

２９０，０３８円

―

369,480円

３０４，４００円

3,284,300円

―

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成16～18年の３ヶ年平均）

平均年齢

池田町

（Ｄ）

49.5歳 ２６９，８１３円

公務員

年収ベース（試算値）の比較

民間
Ｃ／Ｄ

（Ｃ）

５人

57.3歳

52.1歳池田町

区　分

年齢

うち用務員

２８７，０９４円

50.0歳

福井県

国

うちその他技能労務職

48.8歳

３人 ２６４，９６７円

45.5歳

平均給料月額

２４９，１２２円

平均給与月額

263,305円

の類似職種

平均

年齢

うち用務員 4,596,788円

―

２人うち調理員

類似団体

5,193人

４人

区　分

4,848,485円

うち調理員

うちその他技能労務職

3,499,133円

２８４，８５１円

（Ａ）

平均給与月額

２７６，３６６円

公　務　員

参　考

―

民　間

職員数

９人

（国ベース）

―

241,300円

平均

調理師

用務員

間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査

―

―

―

―

227,200円

―

―

―

41.1歳

53.9歳

―

268,034円

参　考

Ａ／Ｂ

―

―

―

―

1.25

―

0.89

平均給与月額

（Ｂ）

対応する民間

　においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

２０８，４００円

３０３，８７６円

―

―

２１４，５９９円

２５７，６００円

―45.8歳 ３８８，３２９円353人 ３４７，４５２円

―

―

２７９，１１６円

において明らかにされているものである。　　　　　 
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(2) 職員の初任給の状況（H19年４月１日現在）

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（H19年４月１日現在）

３　一般行政職の級別職員数等の状況
(1) 一般行政職の級別職員数の状況（H19年４月１日現在）

（注）１　池田町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

標準的な職務内容

―技能労務職 高　校　卒

大　学　卒

高　校　卒

中　学　卒

３４２，０００円２４７，２００円

２６２，４００円

２７０，３００円一般行政職

中　学　卒

１３８，４００円

１７６，８００円

２３８，９００円 ２４６，９００円

池　田　町

１５９，７００円

２４２，７００円

国

経験年数２０年

福　井　県

１７０，２００円

１８９，０００円 ２２７，８００円

６　級

職員数

％

経験年数１５年

5

技能労務職

一般行政職

高　校　卒

区　分 経験年数１０年

１２２，０００円

１２１，１００円

参事、課長補佐
4

7.0

構成比

課長、施設長

区　分

１３８，４００円

―

―

１４５，７００円

１３７，７００円

５　級

３　級

人

人

3
課長、施設長

２　級

４　級

１　級

％

％

14

8

人

― ―

％

32.6

主事、技師

主事、技師、主事保

主査

18.6

9 20.9

％

１４２，８００円

区　分

高　校　卒

大　学　卒

人 ％

9.3

11.6

人

人
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(2) 昇給への勤務成績の反映状況
　平成１９年４月より全職員を対象に能力･業績に基づく人事評価の試行を実施

　能力評価と行動評価で評定を行い、上期の勤務評定を平成20年1月の昇給に反映させた。

（注）　平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び

　　　５級をそれぞれ統合）

１級 

18.6% 

１級 

13.6% １級 

1.9% 

２級 

20.9% 
２級 

25.0% 

２級 

23.1% 

３級 

32.6% 
３級 

29.6% 

３級 

21.2% 

４級 

9.3% 
４級 

13.6% 

４級 

17.3% 

５級 

7.0% 

５級 

6.8% 

５級 

3.8% 

６級 

11.6% 

６級 

11.4% 

６級 

17.3% 

７級 

7.7% 

８級 7.7% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成１９年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 

（例） 
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４　職員の手当の状況
(1) 期末手当・勤勉手当

平成１９年４月より全職員を対象に人事評価の試行を実施。

上期勤務評定の結果に基づき、平成１９年１２月勤勉手当において試行的に実施した

(2) 退職手当（H19年４月１日現在）

定年前早期退職特例加算　 定年前早期退職特例加算　

（２％～20％加算） （２％～20％加算）

(3) 地域手当（H19年４月１日現在）

59.28月分

自己都合

役職加算　５％～１５％ 役職加算　５％～２０％

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

41.34月分

国福　井　県池　田　町

１人当たり平均支給額（１８年度）

１，２９２千円　　

支給実績（H18年度決算）

支給対象地域

（１．６）月分 （０．７５）月分

　勤勉手当 　期末手当

１人当たり平均支給額（１８年度） ―

３．０月分

勧奨・定年

２人　 15%9%

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

　期末手当 　勤勉手当 　勤勉手当

１．４５月分３．０月分

池　田　町

（１．６ ）月分

１．４５月分

（ ０．７５）月分

（加算措置の状況）

医師

国の制度（支給率）

３６６，４６２円　

　期末手当

59.28月分

１，８８６千円　　

１．４５月分

（１．６）月分 （０．７５）月分

３．０月分

勤続３５年

１人当たり平均支給額

（支給率）

勤続２０年

勤続２５年

勤続３５年

最高限度額

　その他の加算措置　　　　

59.28月分

41.34月分

59.28月分

（加算措置の状況）（加算措置の状況）

役職加算　５％～２０％

管理職加算　15～25％ 管理職加算　15～25％

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

23.5月分 30.55月分 勤続２０年 23.5月分

33.5月分

47.5月分 47.5月分

国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

30.55月分

最高限度額

33.5月分

59.28月分 59.28月分

勤続２５年

　その他の加算措置　　　　

支給率 支給対象職員数

６００千円 7,010千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、○年度に退職した職員に支給された平均額である。

（退職時特別昇給　なし）

支給職員１人当たり平均支給年額（H18年度決算）

733千円　

6



(4) 特殊勤務手当（H19年４月１日現在）

(5) 時間外勤務手当

(6) その他の手当（Ｈ１９年４月１日現在）

一般行政職

診療業務

５，７２９千円　

医師

主な支給対象業務

支給率

医師

（２２年度の制度完成時）
国の制度（支給率）

9% 15%

異なる

支給対象地域

住　居　手　当 同じ

異なる内容

同じ

同じ

１回２５００円

家賃23千円以下は12千円を控除した額・家賃23千円を

自家用車等で3㎞以上の者

本庁課長10～12％　参事8％

１日４２００円

超える時は23千円控除後の額の1/2+11千円・新築等5年まで2,500

異なる

異なる ４８９，４００円

７１，０７３円

８５，２５０円

同じ

４，８９４千円

６５，６０３円

２２千円

７１，０７３円

日額1,000円を超えない範囲感染症者の救護・防疫作業

― ７，７００円

　　　段階的に引き上げることとしている。

支給実績（H18年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（H18年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（H18年度） 22%

手当の種類（手当数）

感染症防疫作業手当

２８６，４７２円　

手当の名称

看護師・保健師

主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

（注）　国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を

夜間勤務手当

管理職特別勤務手当

寒冷地手当

定額 ６８２千円

― ９０千円

―

課長10,000円　参事8,000円

扶養有主89千円.無51千円.その他36,800 ４，９５７千円―

職員１人当たり平均支給年額（H18年度決算）

２３８，５８６円６，９１９千円

支給実績

（Ｈ１８年度決算）

　1人あたり6000円～11,000円）

同じ

扶養親族のある職員に支給

国の制度 国の制度と

月額250,000円を超えない範囲内

給料月額かける10/100 上限15,000円

支給職員１人当たり

１１１千円

１１，５４２千円

１１９千円

年額10,000円を超えない範囲内

との異同

診療所勤務医師手当

（１８年度決算）

３ｋｍ以上

２，９１４千円

給料に応じた支給

３０，０００円

―

平均支給年額

除雪作業手当

老人福祉施設業務手当

支給実績（H１８年度決算） １０，００７千円

福祉職（介護職員） 入所者への介助業務

除雪作業全般･パトロール

手　当　名

支給実績（H１７年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（H１７年度決算）

（月額：配偶者　13,000円、その他の扶養親族扶　養　手　当

内容及び支給単価

通　勤　手　当

管理職手当

宿日直手当

３，８０５千円
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５　特別職の報酬等の状況（H19年４月１日現在）

／

／

／

／

／

６　職員数の状況
(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

合　　計 77 90 △ 13

[      １１５        ］ [      １１５        ］ [    　０      ］ 251.4

その他 4 17 △ 13 老人ホーム指定管理者制度導入

△ 12

1 医師の欠員補充

水道 1 1 0

0

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

病院 7 6

下水道 2 2

小　計 14 26

小　計 12 12

普通会計合計 63 64

15 15 0

特
別
行
政
部
門

教育 12 12

消防

0

土木 5 4 1

衛生 2 3 △ 1

民生

17 17

税務 3 3

1 1

任期毎

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主な増減理由
平成１９年 平成１8年

（注）１　給料及び報酬の（　　）内は、減額措置を行う前の金額である。

１６０，０００円 

７６０，０００円 ４１９，０００円 

５９８，０００円 ２６６，０００円 

議　　　員

（　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

２０５，０００円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

２２５，０００円　副　議　長

給
　
料

（１期の手当額） （支給時期）

735,000　× 在職月数　×　0.45 １，５８８万円 任期毎

635,000　× 在職月数　×　0.27 ８２３万円

１７７，０００円 

９４０，０００円 

（　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

７３５，０００円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

６３５，０００円　

報
　
酬

３．１０月分

備　考

（Ｈ１８年度支給割合）　

議　　　長

副市町村長

　　（算定方式）

３．３５月分

小　計 51 52

市区町村長

農水 7 8

町　　長

副町長

町　長

　

副町長

議　　　長

４６５，０００円 

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

期
末
手
当

退
職
手
当

0

区　分

（参考）類似団体における最高／最低額

給　料　月　額　等

５２２，０００円 ２１４，０００円 

副　議　長

議　　　員

　　　　（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

一
般
行
政
部
門

議会 1 1

総務

△ 1

商工

0

0

（Ｈ１８年度支給割合）　

３００，０００円　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

豪雨災害業務の減

ダム対策業務増

人口1万人当たり職員数 142.46人　　・　　類似団体  136.38人　　　　　　　
△ 1

0

人口1,000人当たり職員数　175.98人　　・　　類似団体　１６６．４１人　　　　　　　

環境保全業務縮小

0

0

△ 1

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　［　　　　］内は、条例定数の合計である。　
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(2) 年齢別職員構成の状況（Ｈ１９年４月１日現在）

　

(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

77

32歳 36歳28歳

～

％　

以上

40歳 44歳

区　分

20歳 20歳

人 人

～

24歳

～ ～

27歳

人

～

35歳

～ ～

31歳23歳

人 人

未満

～ ～ ～

56歳 60歳48歳

計

52歳

人

5 6 14 7

人

7

人 人

人　

9

39歳

19
職員数

人 人 人

2 3 5

人

①　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

98

平成17年4月1日

数値目標

純減率純減数
職員数

平成22年4月1日

人　 人　

職員数

終　期

△２２．５△２２76

（参考）第３次池田町行政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率）

平成17年4月1日 平成22年3月31日

43歳 47歳 51歳

２０％削減

計画期間

始　期

59歳55歳

0

5

10

15

20

25

30

構成比 

５年前の構成比 

% （例） 
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②　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

１８年

１年目 ２年目

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。

（参考）

数値目標

50

△８

△１４△７

△１

12

△１

－

－

14

△１２

１７年～２２年

0

－

26

△１

91 77

１７年

計画始期

１９　年 20　年 ２１年 ２２年

４年目 ５年目

　　　２　（　　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降

△１３

72

△２６

△１３（１００％）

―

△21（８０.８％）

計

8

△５

－

－

14

△１（２０　％）

―

計

△７（８７．５％）

―

―

（　　％）

―

（各年４月１日現在）

　　　　　現年までの職員増減数の累計を示す。

98

－

27

教　育

58 52 51

13

△６

13

等会計

公営企業

部　門

職員数

増　減

職員数

一般行政

消　防

増　減

区　分

職員数

増　減

職員数

増　減

増　減

職員数

３年目

10


